
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物品を結束する結束体を切除する結束体切除装置であって、
上記物品の側部に、該物品の外面に巻回された結束体の一端を切断する切断手段と、該物
品の外面に対して離間される方向に結束体の他端を牽引する牽引手段とを設け、
上記結束体の牽引側端部と対向して、上記牽引手段により牽引された結束体を巻回する巻
回手段を設

結束体切除装置。
【請求項２】
上記牽引手段を、上記結束体の牽引側端部と対向する方向に対して一対の牽引部材を移動
可能に設け、
上記牽引部材の先端部に、上記結束体の牽引側端部に対して係止される係止突起を形成し
、該係止突起の間に結束体を係止する係止溝を形成すると共に、
上記一対の牽引部材を係止突起及び係止溝が交差される方向に対して相対移動可能に設け
て構成した
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け、
上記巻回手段を、上記牽引手段により牽引された結束体の牽引側端部を保持して該結束体
が巻取られる方向に回転する巻取り部と、上記巻取り部に対して結束体の牽引側端部を供
給する供給手段で構成し、
上記巻取り部に、上記結束体の端部を挾持する一対の巻取り部材を相対向して設けると共
に、該巻取り部材を結束体の端部が挾持される方向に対して移動可能に設けた



請求項１記載の結束体切除装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　この発明は、例えば、古紙、古着、或いは、シート、袋等の物品を結束する線状、帯状
、紐状の結束体を切除する作業に用いられるような結束体切除装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　従来、上述例のような結束体を切除する装置としては、図２０に示すように、例えば、
古紙をプレスしてなるベール等のような物品Ａを結束する多数本（例えば、５本）の番線
Ｃ…と直交する方向であって、物品Ａの両側面に対向して鋸歯状の切断刃１００，１００
を配設し、両側上部に配設した進退用シリンダ１０１，１０１のロッド端部に昇降用シリ
ンダ１０２，１０２を垂直固定し、その切断用シリンダ１０２，１０２のロッド端部を切
断刃１００，１００の上端部に固定している。
【０００３】
　切断時に於いて、進退用シリンダ１０１，１０１を作動して、物品Ａの両側面に対して
切断刃１００，１００を押圧した後、昇降用シリンダ１０２，１０２を作動して、物品Ａ
の外面に巻回された番線Ｃ…に対して直交する上下方向に切断刃１００，１００を往復移
動させ、物品Ａの外面に巻回された番線Ｃ…を切断刃１００，１００により一括して切断
するものである。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
　しかし、上述のように古紙等をプレスしてなる物品Ａを番線Ｃ…により結束する場合、
荷崩れを防止するために、物品Ａの外面に対して番線Ｃ…を食込ませた状態に巻回するの
で、物品Ａの外面よりも内側に番線Ｃ…が没入していると、切断時に於いて、物品Ａの外
面に対して切断刃１００が当接され、番線Ｃ…に対する切断刃１００が当接が妨げられる
ため、切断量が浅くなったり、切断ミスが起きたりすることがある。物品Ａを結束する番
線Ｃ…に切断刃１００を当接したとき、その当接力により番線Ｃ…が上下方向に若干移動
し、その巻回位置が変位するため、番線Ｃ…を正確且つ確実に切断することが困難である
という問題点を有している。
【０００５】
　また、物品Ａを結束する番線Ｃ…の一端を切断すると同時に、番線Ｃ…の結束が解かれ
、物品Ａの下方に番線Ｃ…が自重落下するので、番線Ｃ…の両端を同時に切断することが
できない。且つ、切断刃１００により切断された番線Ｃ…が周囲に散乱するため、その番
線Ｃ…を作業者の手で回収しなければならず、回収作業に手間及び時間が掛かるという問
題点も有している。
【０００６】
　この発明は上記問題に鑑み、物品を結束する結束体の一端を切断手段により切断し、結
束体の他端を牽引手段により牽引して、牽引手段により牽引した結束体を巻回手段により
巻回するので、結束体の切断作業及び回収作業が機械的に行え、作業の省力化及び能率ア
ップを図ることができる結束体切除装置の提供を目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　請求項１記載の発明は、物品を結束する結束体を切除する結束体切除装置であって、上
記物品の側部に、該物品の外面に巻回された結束体の一端を切断する切断手段と、該物品
の外面に対して離間される方向に結束体の他端を牽引する牽引手段とを設け、上記結束体
の牽引側端部と対向して、上記牽引手段により牽引された結束体を巻回する巻回手段を設
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け、上記巻回手段を、上記牽引手段により牽引された結束体の牽引側端部を保持して該結
束体が巻取られる方向に回転する巻取り部と、上記巻取り部に対して結束体の牽引側端部
を供給する供給手段で構成し、上記巻取り部に、上記結束体の端部を挾持する一対の巻取



結束体切除装置であることを特徴とする。
【０００８】
　請求項２記載の発明は、上記請求項１記載の発明の構成と併せて、上記牽引手段を、上
記結束体の牽引側端部と対向する方向に対して一対の牽引部材を移動可能に設け、上記牽
引部材の先端部に、上記結束体の牽引側端部に対して係止される係止突起を形成し、該係
止突起の間に結束体を係止する係止溝を形成すると共に、上記一対の牽引部材を係止突起
及び係止溝が交差される方向に対して相対移動可能に設けて構成した結束体切除装置であ
ることを特徴とする。
【０００９】
【作用】
　請求項１記載の結束体切除装置は、物品を結束する結束体の一端を切断手段により切断
するとき、その結束体の他端を牽引手段により保持する。切断手段により結束体を切断し
た後、牽引手段により保持した結束体の他端を任意長さ牽引する。牽引手段により牽引さ
れた結束体

結束体を切断する作業が正確且
つ確実に行える。同時に、切断された結束体が周囲に散乱するのを防止でき、その結束体
を回収する作業及び時間が省ける。
【００１０】
　請求項２記載の結束体切除装置は、上記請求項１記載の作用と併せて、一対の牽引部材
に形成した係止突起を物品の外面に食込み又は突刺した後、相互を垂直方向又は水平方向
に相対移動させ、係止突起の間に形成した係止溝内に結束体を導くと共に、一対の牽引部
材に形成した係止突起及び係止溝を互い違いとなる状態に交差して結束体を挾持するので
、物品の外面よりも内側に結束体が没入又は食込んでいても確実に保持することができる
。牽引時に於いて、結束体が落下するのを確実に防止することができ、物品の外面から結
束体を分離及び牽引する作業が確実に行える。
【００１１】
【発明の効果】
　この発明によれば、結束体の一端を切断手段により切断するとき、その結束体の他端を
牽引手段により保持するので、切断時に於いて、結束体が上下動したり、巻回位置が変位
したりするのを防止でき、結束体を切断する作業が正確且つ確実に行える。しかも、牽引
手段により保持した結束体を牽引し、その牽引された結束体を巻回手段により巻回するの
で、従来例のように切断された結束体が周囲に散乱するのを防止することができ、その結
束体を回収する作業及び時間が省けると共に、結束体の切断作業及び回収作業が機械的に
行え、作業の省力化及び能率アップを図ることができる。且つ、結束体を渦巻状又は螺旋
状に巻回することで、回収時に於いて、結束体を折曲げたり、一つに束ねたりする必要が
無く、結束体をストックするためのスペースが小さくて済み、結束体の回収及びその取扱
いが容易に行える。
【００１２】
　さらに、一対の牽引部材に形成した係止突起を物品の外面に食込み又は突刺した後、係
止突起及び係止溝を互い違いとなる状態に交差して、係止突起の間に形成した係止溝に結
束体を導いて挾持するので、物品の外面よりも内側に結束体が没入又は食込んでいても確
実に保持することができる。牽引時に於いて、結束体が落下するのを確実に防止すること
ができ、切断済みの結束体を一括して分離及び牽引する作業が確実に行える。
【００１３】
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り部材を相対向して設けると共に、該巻取り部材を結束体の端部が挾持される方向に対し
て移動可能に設けた

の牽引側端部を、巻回手段の巻取り部に設けた一対の巻取り部材間に対して供
給手段により供給する。一対の巻取り部材により結束体の端部を挾持した後、牽引手段に
よる結束体の保持を解除して、例えば作業者の手等の人為的手段又はモータ等の機械的手
段により巻取り部を巻取り方向に回転させ、巻取り部の外面に対して結束体を巻回（例え
ば、渦巻状又は螺旋状）するので、巻回時に於いて、結束体が抜け落ちるのを確実に防止
することができ、結束体の巻回作業が確実且つ容易に行える。且つ、任意の線径又は横幅
に形成された結束体を巻回する作業に適用できる。また、



　さらにまた、人為的手段又は機械的手段により巻取り部を巻取り方向に回転して結束体
を巻回するので、巻取り部の外面に対して、例えば、渦巻状、螺旋状等に結束体を巻回す
ることができ、結束体の巻回作業が容易に行える。且つ、一対の巻取り部材を任意方向に
移動して結束体の端部を挾持することで、巻回時に於いて、結束体が抜け落ちるのを確実
に防止することができ、結束体の巻回作業が確実に行えると共に、任意の線径又は横幅に
形成された結束体を巻回する作業に適用できる。
【００１４】
【実施例】
　この発明の一実施例を以下図面に基づいて詳述する。
　図面は物品を結束する多数本の結束体を切除及び回収する作業に用いられる結束体切除
装置を示し、図１、図２、図３に於いて、この結束体切除装置１は、例えば、番線、バン
ド等の結束体Ｂ…により結束された物品Ａ（例えば、古紙をプレスしてなるベール等）を
搬入する搬入装置２と、結束体Ｂが切除された物品Ａを搬出する搬出装置３との間に配設
され、装置２，３の間に配設した搬送装置４上の切断位置ａに物品Ａが搬送されたとき、
その物品Ａの外面に巻回された結束体Ｂ…を一括して切除する。切除後に於いて、結束体
Ｂが切除された物品Ａをガイド部材５を介して搬出装置３に移載し、次工程（図示省略）
に搬送する。
【００１５】
　上述した物品Ａは、図１５に示すように、例えば、古紙、古着等を圧縮又は積層して六
面体となる形状に形成され、その物品Ａの外面に、例えば、金属、合成樹脂、繊維等の適
宜材質により線状又は帯状、紐状に形成された多数本の結束体Ｂ…を所定間隔に隔てて横
方向に巻回して結束固定している。なお、実施例では、金属製の番線又はバンド等で構成
される結束体Ｂを結束している。
【００１６】
　前述した結束体切除装置１は、基台７の上面側中央部に取付け枠８を送り方向（矢印方
向）に対して直交して水平に架設し、取付け枠９を送り方向に対して直交して鉛直に立設
し、基台７の中央部に、搬入装置２から搬出装置３に向けて物品Ａを搬送するための搬送
装置４を配設し、その搬送装置４の搬出側に、搬出装置３に向けて物品Ａの移載をガイド
するためのガイド部材５を斜設している。
【００１７】
　前述した搬送装置４は、図１１にも示すように、搬出側に軸支したロール１１と、搬入
側に軸支したロール１２との間に搬送ベルト１３を張架し、ロール１１，１２の間に配列
した支持ローラ１４…により搬送ベルト１３の搬送側全長を水平状態に支持し、搬出側下
部に配設した減速機付き送り用モータ１５の駆動力により、スプロケット１６，１７及び
駆動チェーン１８を介して、搬送ベルト１３を送り方向（矢印方向）に回転させ、その搬
送ベルト１３上に載置された物品Ａを送り方向に搬送し、結束体Ｂにより結束された物品
Ａを切断位置ａに一旦停止させる。
【００１８】
　前述した搬入装置２上には、結束体Ｂにより結束された物品Ａを中央部搬送面にセンタ
リングするためのセンタリング装置１９を設けている。センタリング装置１９は、図４に
も示すように、搬 装置２の両側部に対して基軸２０，２１を鉛直方向に軸受し、基軸２
０の上下端に固定したアーム２２，２２及び基軸２１の上下端に固定したアーム２３，２
３の基端側に支持ロッド２４を夫々架設し、アーム２２，２２及び２３，２３の遊端側に
センタリング用の修正ローラ２５を夫々軸架している。且つ、基軸２０，２１の上端側を
、リンク２６，２６及び連結ロッド２７を介して連結し、装置上部に取付けた旋回用シリ
ンダ３０のロッドを、リンク２８を介して基軸２０の上端部に連結している。旋回用シリ
ンダ３０の作動により、基軸２０，２１を支点として修正ローラ２５，２５を矢印方向に
旋回させ、搬入装置２により搬送される物品Ａの両側面に修正ローラ２５，２５を均等に
押圧して、搬入装置２の搬送中心に対して物品Ａが載置される位置及び姿勢にセンタリン
グする。
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【００１９】
　一方、図２、図３に於いて、切断位置ａの両側部には、後述する切断ユニット３１を移
動するための移動機構３３を左側に配設し、牽引ユニット３２を移動するための移動機構
３４を右側に配設している。機構３３，３４は、連動又は独立して駆動され、送り方向に
対して直交する方向（左右方向）に切断ユニット３１と牽引ユニット３２とを相対移動す
る。
【００２０】
　上述した移動機構３３は、取付け枠８の左側上面に対して可動台３５を左右移動可能に
架設し、可動台３５上に配設した移動用シリンダ３６のロッドを取付け枠８の左側端部に
連結して、移動用シリンダ３６の作動により、切断位置ａに搬送された物品Ａの左側面に
対して後述する可動刃４９及び固定刃５３が押圧される前進位置と、搬送装置４による物
品Ａの搬送が許容される後退位置とに切断ユニット３１を進退移動する。
【００２１】
　前述した移動機構３４は、取付け枠８の右側上面に対して可動台３７を左右移動可能に
架設し、同枠下部に軸支したスプロケット３８ａ，３８ａ間にチェーン３８ｂを張架し、
移動用チェーン３８ｂの端部を可動台３７の下面側に連結して、内側下部に配設した減速
機付き移動用モータ３９の駆動力により、スプロケット３９ａ，３９ｂ及び駆動チェーン
３９ｃを介して、チェーン３８ｂを正逆回転させ、切断位置ａに搬送された物品Ａの右側
面に対して後述する可動板５５及び固定板５６が押圧される前進位置と、搬送装置４によ
る物品Ａの搬送及び後述する巻回機構７４の動作が許容される後退位置とに牽引ユニット
３２を進退移動する。
【００２２】
　上述した切断ユニット３１及び牽引ユニット３２は、後述する可動刃４９及び固定刃５
３と、可動板５５及び固定板５６の説明を除いてその他の部分が同一構成であるので、そ
の同一部分の構成を図面に基づいて詳述する。可動台３５，３７の前端側上面部に、軸受
４０，４０を介して支軸４１を夫々軸架し、支軸４１の軸周面に可動枠４２の下端部を傾
動可能に枢着すると共に、可動枠４２の後面側上端部と、可動台３５，３７の後端側上面
部に立設した取付け枠４３との間に、傾動用シリンダ４４の作動により、物品Ａの側面形
状に対応して可動枠４２を傾動し、例えば、スラント状に傾斜したような物品Ａの側面形
状にも対応できるように設けている。
【００２３】
　可動枠４２に対するユニット３１，３２の取付け構造は略対称であるので、後述する可
動刃４９及び固定刃５３と、可動板５５及び固定板５６の説明を除いて同一部分の構造を
図面に基づいて詳述する。図５、図６に示すように、可動枠４２の物品Ａと対向する側の
面にブラケット４５を介してレール４６を上下方向に架設し、このレール４６上に複数の
スライダ４７…を介して可動部材４８を上下動可能に係合し、この可動部材４８に、切断
ユニット３１の可動刃４９と牽引ユニット３２の可動板５５とを一体的に固定している。
【００２４】
　且つ、可動枠４２に固定した複数のブロック５０に、例えば、ボルト及びナット等で構
成される調節機構５１を介して固定部材５２を固定し、その固定部材５２に切断ユニット
３１の固定刃５３と牽引ユニット３２の固定板５６とを一体的に固定している。その調節
機構５１の操作により、切断ユニット３１の可動刃４９と固定刃５３との対接隙間を、例
えば、約０．２～約０．５ mm程度に可変調節し、牽引ユニット３２の可動板５５と固定板
５６との対接隙間を任意間隔に可変調節する。可動枠４２の上端側平面部に配設した可動
用シリンダ５４のロッドを可動部材４８の上端部に連結し、可動用シリンダ５４の作動に
より、切断ユニット３１の可動刃４９を固定刃５３に対接した状態のまま上下方向に往復
移動（例えば、約２山～約３山）し、牽引ユニット３２の可動板５５を固定板５６に対接
した状態のまま上下方向に往復移動する。
【００２５】
　且つ、図７に示すように、可動刃４９及び固定刃５３の刃部４９ａ，５３ａを、例えば
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、鋸歯状、櫛歯状等に形成すると共に、刃部４９ａ，５３ａを上下逆向きに交差される向
き及び角度に形成している。刃部４９ａ，５３ａの先端部に、溝部４９ｂ，５３ｂに対し
て結束体Ｂが導かれる形状に傾斜又は湾曲してなるガイド部４９ｃ，５３ｃを形成してい
る。
【００２６】
　一方、図８、図９に示すように、可動板５５及び固定板５６の係止爪５５ａ，５６ａを
、例えば、楔形状、鉤形状等の先細又は尖鋭となる形状であって、結束体Ｂ…に対して係
止される形状に形成すると共に、係止爪５５ａ…及び係止爪５６ａ…の先端部を、係止溝
５５ｂ，５６ｂに対して結束体Ｂ…が導かれる方向に向けて幅狭となる形状に形成し、係
止爪５５ａ…及び係止爪５６ａ…の間と対応する係止溝５５ｂ，５６ｂの一部を結束体Ｂ
の挿入が許容される間隔に切欠き形成している。
【００２７】
　また、ブロック５０，５０の間に物品Ａの側面と対向して当接部材５８を進退移動可能
に設けている。この当接部材５８は、可動枠４２に固定した軸受部５８ａに対して進退移
動可能に軸受され、軸受部５８ａとストッパ５８ｂとの間に圧縮装填したコイルスプリン
グ５８ｃの弾性により突出方向に付勢している。つまり、ユニット３１，３２を前進動作
（物品Ａと対向する方向）したとき物品Ａの側面に当接部材５８が当接され、その当接時
の移動をセンサ等の検知手段（図示せず）により検知して移動機構３３，３４の駆動を停
止制御するものである。
【００２８】
　一方、図１、図３に示すように、取付け枠９の上端側中央部に、搬送装置４と同期して
物品Ａを送り方向に移動するための移動機構６０を配設している。移動機構６０は、取付
け枠９の搬出側枠部９ａ，９ａに沿って鉛直に軸架したネジ軸６２，６３と、枠部９ａ，
９ａに沿って架設したレール６８，６９とに昇降枠７０の両端部を上下動可能に取付け、
一方の枠部９ａ側に取付けた減速機付き昇降用モータ６４の駆動力により、スプロケット
６５，６６及び連動チェーン６７を介して、ネジ軸６２，６３を正逆回転させ、切断位置
ａに搬送される物品Ａの高さに対応して昇降枠７０を上下動する。
【００２９】
　且つ、図１０に示すように、昇降枠７０の下面側中間部に取付け枠７１を送り方向に平
行して架設し、取付け枠７１の下面側全長にロッドレス型の移動用シリンダ６１を水平固
定し、取付け枠７１の長手側中央部に、切断位置ａに搬送される物品Ａの上面と対向して
当接部材７２を上下移動可能に設けている。この当接部材７２は、昇降枠７０の側部に固
定した軸受部７２ａに対して上下移動可能に軸受され、軸受部７２ａとストッパ７２ｂと
の間に圧縮装填したコイルスプリング７２ｃの弾性により垂直方向に付勢している。つま
り、昇降枠７０を下降動作したとき物品Ａの上面に当接部材７２が当接され、その当接時
の移動をセンサ等の検知手段（図示省略）により検知して昇降用モータ６４の駆動を停止
制御するものである。
【００３０】
　且つ、図１１に示すように、移動用シリンダ６１の下面側に支持部材７３を取付け、移
動用シリンダ６１の作動により支持部材７３を送り方向に平行して前後移動する。つまり
、切断前に於いて、物品Ａの後面側に支持部材７３を当接し、物品Ａが倒れるのを防止す
る。切断後に於いて、物品Ａの後面側に支持部材７３を当接した状態のまま移動すると共
に、搬送装置４と同期して物品Ａを搬出装置３に対して移載される方向に移動する。
【００３１】
　一方、切断位置ａの右側部には、牽引ユニット３２により牽引された結束体Ｂ…を巻取
るための巻回機構７４を配設している。巻回機構７４は、図１２にも示すように、取付け
枠９の右側上部に架設した取付け枠７５の下面側に、牽引された結束体Ｂ…に対して直交
する方向に可動枠７６を前後移動可能に架設し、可動枠７６の下面側前端部に、結束体Ｂ
…の牽引側端部に対して押圧される長さに形成した棒状又は板状の押込み部材７７を垂直
に架設している。且つ、取付け枠７５の長手側両端部に軸支したスプロケット７８ａ，７
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８ｂ間にチェーン７８ｃを張架し、そのチェーン７８ｃの端部を可動枠７６の上面側に連
結して、取付け枠７５上部に配設した減速機付き移動用モータ７９の駆動力により、スプ
ロケット７９ａ，７９ｂ及び駆動チェーン７９ｃを介して、チェーン７８ｃを正逆回転さ
せ、牽引ユニット３２による結束体Ｂ…の牽引動作が許容される後退位置（図中、実線で
示す）と、後述する巻取り部材８０，８０の間に対して押込み部材７７が挿入される前進
位置（図中、仮想線で示す）とに可動枠７６を往復移動する。なお、空気圧式又は油圧式
シリンダ（図示省略）により可動枠７６を往復移動してもよい。
【００３２】
　上述した巻取り部材８０，８０は、取付け枠９の搬入側右側部（図１に示す左側）に上
述した押込み部材７７と対向して鉛直に立設している。巻取り部材８０，８０の上下端部
に固定した受け板８１，８１を、上下に配設した軸受８２，８２により水平回転可能に軸
受すると共に、巻取り部材８０，８０の間を、押込み部材７７の挿入動作が許容される間
隔であって、結束体Ｂ…の牽引側端部が抜止めされる間隔に設定又は調節可能に設けてい
る。
【００３３】
　且つ、巻取り部材８０，８０の下端部に対して下側受け板８１を嵌合可能に設け、下側
軸受８２に連結した揺動アーム８３の基端部を上下動可能に枢支すると共に、同側下部に
配設した揺動用シリンダ８４のロッド端部を揺動アーム８３の基端部に連結して、揺動用
シリンダ８４の作動により、巻取り部材８０，８０の下端部に対して嵌合固定される閉位
置と、巻取り部材８０，８０により巻取られた結束体Ｂ…の落下が許容される開位置とに
下側受け板８１を上下揺動する。なお、巻取り部材８０，８０の下部には、渦巻状又は螺
旋状に巻回された結束体Ｂ…を投入するための投入部８５を配設している。
【００３４】
　且つ、取付け枠７５上部に配設した減速機付き回転用モータ８６を上側受け板８１に直
結して、回転用モータ８６の駆動力により、押込み部材７７の挿入が許容される向き及び
角度に巻取り部材８０，８０を回転停止させ、巻回時に於いて、巻取り部材８０，８０を
巻取り方向に対して適宜角度（例えば、約９０度）だけ初期回転させ、巻取り部材８０，
８０の間に押込まれた結束体Ｂ…の端部を若干巻取る。続いて、適宜回数（例えば、約５
回）だけ連続回転して、巻取り部材８０，８０の外面に対して結束体Ｂ…を渦巻状又は螺
旋状に巻回する。更に、切断位置ａの右側部であって、巻回機構７４の直前に、牽引ユニ
ット３２の牽引動作が許容される間隔に隔てて複数本のガイドローラ８７…を鉛直に軸架
し、牽引ユニット３２により牽引される結束体Ｂ…の両端部を幅寄せ方向に対して牽引ガ
イドする。なお、作業者の手で操作ハンドル（図示省略）を回転し、その回転力により減
速機構（図示省略）を介して巻取り部材８０，８０を巻取り方向に回転駆動するもよく、
上述と同様に、結束体Ｂ…を巻回することができる。
【００３５】
　図１３は、結束体Ｂの押込み動作に対応して巻取り部材８０，８０を任意角度に回動す
る巻回機構７４の他の例を示し、巻取り部材８０の一端側中心部に突出された支軸８８の
端部に可動アーム８８ａを水平固定し、同側に配設した 動用シリンダ８９を作動して、
そのロッド端部に固定した当接板８９ａを、可動アーム８８ａの遊端部に枢着したカム８
８ｂに当接し、巻取り部材８０を任意角度に水平回動する。つまり、巻取り部材８０，８
０の間に結束体Ｂを押込むとき、押込み部材７７の挿入が許容される開角度に巻取り部材
８０，８０を回動（図中、仮想線で示す）して、巻取り部材８０，８０の間に対して結束
体Ｂ…を押込み部材７７により押込み、その間から押込み部材７７を引抜くと共に、結束
体Ｂが抜止め又は挾持される閉角度に巻取り部材８０，８０を回動（図中、実線で示す）
して保持するので、上述した実施例と同様に、結束体Ｂの巻取り作業が容易に行える。な
お、巻取り部材８０，８０を、スプリング等の弾性部材（図示省略）の弾性により結束体
Ｂを抜止めする回動姿勢に対して回動復帰される方向に回動付勢している。
【００３６】
　図１４は、結束体Ｂを略円形に巻取りする巻回機構７４の他の例を示し、巻取り部材８
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０，８０の外側であって、受け板８１，８１の外周縁部よりも内側に、円弧状に形成した
ガイド板９０，９０を鉛直に架設し、そのガイド板９０，９０の外面に沿って結束体Ｂを
略円形に巻取ると共に、受け板８１，８１の外周縁部に近接して軸支したガイドローラ９
１，９１により、ガイド板９０，９０の外面に沿って結束体Ｂが巻き取られる状態に巻取
りガイドするので、上述した実施例と同様に、結束体Ｂの巻取り作業が容易に行える。且
つ、結束体Ｂ…を略同径及び同形状に巻取ることができ、回収及び取扱いが容易に行える
。なお、その他の構成部分は、上述例と略同一構成であるのでその説明を省略する。
【００３７】
　図示実施例は上記の如く構成するものにして、以下、結束体切除装置１により物品Ａを
結束する結束体Ｂ…の切除動作を説明する。
　先ず、多数本の結束体Ｂ…により結束された物品Ａが搬入装置２の終端側に搬送された
とき、図４に示すように、センタリング装置１９を駆動して、物品Ａの両側面に対して修
正ローラ２５，２５を同時押圧し、搬入装置２の搬送中心に対して物品Ａが真っ直ぐに載
置される位置及び姿勢にセンタリングする。センタリング後に於いて、修正ローラ２５，
２５を初期位置に回動復帰する。
【００３８】
　次に、センタリングされた物品Ａを搬入装置２から搬送装置４に移載し、搬送路上に設
定した切断位置ａに物品Ａを搬送停止する。この後、図１０に示すように、移動機構６０
を駆動して、物品Ａの上面側に対して当接部材７２が当接される高さ位置に昇降枠７０を
垂直下降させ、物品Ａの上面側に当接部材７２を当接し、且つ、物品Ａの後面側に支持部
材７３を当接して倒れ防止する。
【００３９】
　次に、図１６に示すように、移動機構３３，３４を駆動して、物品Ａの両側面と対向す
る方向に切断ユニット３１と牽引ユニット３２とを移動させ、図７に示すように、切断ユ
ニット３１の可動刃４９及び固定刃５３を物品Ａに巻回された結束体Ｂ…の間に突刺（例
えば、約５ mm程度）し、同時に、図８に示すように、牽引ユニット３２の可動板５５及び
固定板５６を物品Ａに巻回された結束体Ｂ…の間に食込み又は突刺し、連通した可動板５
５の係止溝５５ｂ…及び固定板５６の係止溝５６ｂ…に対して結束体Ｂ…を導く。
【００４０】
　次に、図７に示すように、切断ユニット３１の可動刃４９を固定刃５３に対接した状態
のまま上下方向に往復移動（例えば、約２山～約３山）させ、物品Ａを結束する多数本の
結束体Ｂ…を一括して切断する。図８、図９に示すように、切断直前に於いて、牽引ユニ
ット３２の可動板５５を固定板５６に対接した状態のまま上方又は下方に対して移動させ
、可動板５５の係止爪５５ａ…と、固定板５６の係止爪５６ａ…とを交差し、係止溝５５
ｂ…と、係止溝５６ｂ…とを上下互い違いとなる状態に交差して、係止溝５５ｂ，５６ｂ
に導かれた結束体Ｂを挾持及び抜止めする。
【００４１】
　切断後に於いて、図１７に示すように、切断ユニット３１を待機位置に後退移動させ、
牽引ユニット３２を待機位置に後退移動させて、可動板５５及び固定板５６により挾持し
た結束体Ｂ…を牽引する。図１８に示すように、巻回機構７４を駆動して、牽引ユニット
３２により牽引された結束体Ｂ…の牽引側端部に押込み部材７７を押圧し、回転停止され
た巻取り部材８０，８０の間に対して結束体Ｂ…の牽引側端部を押込み部材７７により強
制的に押込むことで、結束体Ｂ…の端部が元の状態に復元しようとするため、巻取り部材
８０，８０の間に対して結束体Ｂ…が抜止めされる。
【００４２】
　続いて、図１９に示すように、巻取り部材８０，８０を巻取り方向に対して適宜角度（
例えば、約９０度）だけ初期回転させ、巻取り部材８０，８０の間に押込まれた結束体Ｂ
…の端部を若干巻取る。牽引ユニット３２の可動板５５及び固定板５６による挾持を解除
した後、巻取り部材８０，８０を適宜回数（例えば、約５回）だけ連続回転して、巻取り
部材８０，８０の外面に対して結束体Ｂ…を渦巻状又は螺旋状に巻回して巻取る。また、
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図１３又は図１４に示すような巻回機構７４により結束体Ｂ…を巻回してもよい。
【００４３】
　次に、搬送装置４と同期して支持部材７３を送り方向に移動させ、結束体Ｂが切除され
た物品Ａをガイド部材５を介して搬出装置３に移載し、次工程（図示省略）に搬送する。
移動機構６０の昇降枠７０を上昇復帰させ、支持部材７３を初期位置に移動復帰する。巻
取り後に於いて、図１２に示すように、巻取り部材８０，８０の下端部に嵌合された下側
受け板８１を開放し、巻取り部材８０，８０により渦巻状に巻取られた結束体Ｂ…を投入
部８５に投入し、その投入部８５に投入された結束体Ｂ…を定期的に回収する。以下、上
述と同様にして、結束体Ｂ…により結束された次の物品Ａを切断位置ａに搬送し、結束体
Ｂ…の切除作業を継続して行う。
【００４４】
　以上のように、物品Ａを結束する結束体Ｂ…の一端を切断ユニット３１の可動刃４９及
び固定刃５３により切断するとき、その結束体Ｂ…の他端を牽引ユニット３２の可動板５
５及び固定板５６により挾持するので、切断時に於いて、結束体Ｂ…が上下動したり、巻
回位置が変位したりするのを防止でき、結束体Ｂ…を切断する作業が正確且つ確実に行え
る。
【００４５】
　しかも、牽引ユニット３２により保持した結束体Ｂ…の端部を任意長さ牽引し、その結
束体Ｂ…の牽引側端部を巻回機構７４の押込み部材７７により巻取り部材８０，８０の間
に押込み、巻取り部材８０，８０を巻取り方向に回転して結束体Ｂ…を巻回するので、従
来例のように切断された結束体Ｂ…が周囲に散乱するのを防止することができ、その結束
体Ｂ…を回収する作業及び時間が省けると共に、結束体Ｂ…の切断作業及び回収作業が機
械的に行え、作業の省力化及び能率アップを図ることができる。且つ、巻取り部材８０，
８０の外面に対して結束体Ｂ…を渦巻状又は螺旋状に巻回することで、回収時に於いて、
結束体Ｂ…を折曲げたり、一つに束ねたりする必要が無く、結束体Ｂ…をストックするた
めのスペースが小さくて済み、結束体Ｂ…の回収及びその取扱いが容易に行える。
【００４６】
　さらに、牽引ユニット３２の可動板５５の係止爪５５ａ…と、固定板５６の係止爪５６
ａ…とを物品Ａの外面に食込ませた後、係止爪５５ａ…及び係止爪５６ａ…を上下互い違
いとなる状態に交差し、係止爪５５ａ…の係止溝５５ｂ…と、係止爪５６ａ…の係止溝５
６ｂ…とに結束体Ｂ…を導いて挾持するので、物品Ａの外面よりも内側に結束体Ｂ…が没
入又は食込んでいても確実に保持することができる。牽引時に於いて、結束体Ｂ…が落下
するのを確実に防止することができ、物品Ａの外面から切断済みの結束体Ｂ…を一括して
分離及び牽引する作業が確実に行える。
【００４７】
　さらにまた、巻取り機構７４の巻取り部材８０，８０を巻取り方向に回転して、巻取り
部材８０，８０で挾持した結束体Ｂ…を一括して巻取るので、巻取り部材８０，８０の外
面に対して結束体Ｂ…を渦巻状又は螺旋状に巻回する作業が容易に行える。且つ、巻取り
部材８０，８０を適宜角度に回動して結束体Ｂ…を挾持することで、巻回時に於いて、結
束体Ｂ…が抜け落ちるのを確実に防止することができ、結束体Ｂ…の巻回作業が確実に行
える。且つ、任意の線径又は横幅に形成された結束体Ｂ…を巻回する作業に適用すること
ができる。
【００４８】
　この発明の構成と、上述の実施例都の対応において、
　この発明の物品は、実施例の物品Ａに対応し、
　以下同様に、
　切断手段は、切断ユニット３１及び可動刃４９、固定刃５３に対応し、
　牽引手段は、牽引ユニット３２及び可動板５５、固定板５６に対応し、
　牽引部材は、可動板５５及び固定板５６に対応し、
　係止突起は、係止爪５５ａ，５６ａに対応し、
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　巻回手段は、巻取り機構７４及び巻取り部材８０，８０に対応し、
　巻取り部は、巻取り部材８０，８０に対応し、
　供給手段は、押込み部材７７に対応するも、
　この発明は、上述の実施例の構成のみに限定されるものではない。
【００４９】
　なお、上述した実施例の装置では、空気圧式又は油圧式のシリンダ３０，３６，４４，
５４，６１，８４，８９を用いているが、これらは必要応力が確保される流体シリンダ等
の他のアクチュエータを用いてもよい、
　また、センタリング装置１９のアーム２２，２２を、例えば、シリンダ、モータ等のロ
ータリ式のアクチュエータにより回動してもよく、また、移動機構３３，３４の可動台３
５，３７と、移動機構６０の支持部材７３と、巻回機構７４の可動枠７６とを、例えば、
減速機付きモータ（図示省略）によりネジ軸（図示省略）を正逆回転し、そのネジ軸の送
り動作により往復移動するようなネジ送り機構等の他の往復機構により移動してもよい。
【００５０】
　上述した実施例では、結束体切除装置１により物品Ａの外面に対して横方向に巻回され
た結束体 …を切断及び回収する例を説明したが、例えば、物品Ａの外面に対して縦方向
に巻回された結束体Ｂ…と対向して切断ユニット３１及び牽引ユニット３２を上下又は側
方に設け、その牽引ユニット３２により牽引される結束体Ｂ…と対向して巻回機構７４を
上下動可能に設けることで、物品Ａの上下又は側面に巻回された結束体Ｂ…を切断及び回
収する作業にも用いることができ、実施例の作業のみに限定されるものではない。
【図面の簡単な説明】
【図１】　結束体切除装置の全体構成を示す側面図。
【図２】　装置全体の配置状態を示す平面図。
【図３】　切断ユニット及び牽引ユニットの配置状態を示す搬入側正面図。
【図４】　センタリング装置による物品のセンタリング動作を示す平面図。
【図５】　切断ユニット及び牽引ユニットの取付け状態を示す横断平面図。
【図６】　各刃及び各板の取付け状態を示す図５のＤ－Ｄ線矢視図。
【図７】　可動刃及び固定刃による結束体の切断動作を示す側面図。
【図８】　可動板及び固定板の差込み動作を示す側面図。
【図９】　可動板及び固定板による結束体の保持状態を示す側面図。
【図１０】　支持部材の取付け状態を示す搬入側正面図。
【図１１】　搬送装置による物品の搬送状態を示す側面図。
【図１２】　巻回機構を構成する巻取り部材の取付け状態を示す側面図。
【図１３】　巻取り部材の他の取付け状態を示す平面図。
【図１４】　巻取り部材のその他の取付け状態を示す平面図。
【図１５】　結束体による物品の結束状態を示す斜視図。
【図１６】　切断ユニット及び牽引ユニットの前進動作を示す平面図。
【図１７】　牽引ユニットによる結束体の牽引動作を示す平面図。
【図１８】　巻回機構による結束体の押込み動作を示す平面図。
【図１９】　巻回機構による巻取り動作を示す平面図。
【図２０】　従来装置による結束体の切断動作を示す側面図。
【符号の説明】
　Ａ…物品
　Ｂ…結束体
　１…結束体切除装置
　２…搬入装置
　３…搬出装置
　４…搬送装置
　３１…切断ユニット
　３２…牽引ユニット
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　３３，３４…移動機構
　４９…可動刃
　５３…固定刃
　４９ａ，５３ａ…刃部
　４９ｂ，５３ｂ…溝部
　４９ｃ，５３ｃ…ガイド部
　５５…可動板
　５６…固定板
　５５ａ，５６ａ…係止爪
　５５ｂ，５６ｂ…係止溝
　７４…巻回機構
　７７…押込み部材
　８０…巻取り部材
　８８…支軸
　８８ａ…可動アーム
　８８ｂ…カム
　８９…移動用シリンダ
　８９ａ…当接板
　９０…ガイド板
　９１…ガイドローラ
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】
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【 図 ２ ０ 】
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